
田川市における
人事行政の運営等の状況

（令和５年度）



　　1　職員の任免及び職員数の状況

（１）　職員の任免

　　ア　職員の採用（令和５年度中） （単位：人）

　　イ　職員の離職（令和５年度中） （単位：人）

定年退職

早期退職

その他

（２）　職員数の推移

　　２　職員人件費の状況

（１）　令和４年度と令和５年度一般会計決算額の比較

（２）　職員人件費（退職手当除く）決算額の推移（一般会計）

退 職 手 当 を 除 く
人 件 費

33億6,831万円 33億6,015万円 ▲816万円 ▲0.2%

　※　人件費は、三役（市長、副市長及び教育長）、一般職員及び再任用職員、任期付職員に係る給与等です。

歳 出 総 額 357億4,872万円 327億7,475万円 ▲29億7,397万円 ▲8.3%

人 件 費 35億7,695万円 34億812万円 ▲1億6,883万円 ▲4.7%

0 29 38

令和４年度 令和５年度 増減額 増減率

離職

0 0 1 1

1 0 3 4

9

新規採用 10 0 43 53

区　分 行政職 技能労務職 医療職 合　　計

田 川 市 人 事 行 政 の 運 営 状 況
　　職員の給与と職員定数は、国や他の地方公共団体の状況を考慮して、条例で定められています。

区　分 行政職 技能労務職 医療職 合　　計
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人件費とは…
職員に支払われる給料、手
当のほか、共済費等（民間企
業で言えば社会保険料等）
の合計です。
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全職員数 普通会計職員数

普通会計職員数とは…
全職員数から企業会計（水
道・病院など）の職員数を
除いた数で、市の基本的な
事業に従事する職員数で
す。



　　３　職員の給与の状況

（１）　職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（令和６年４月１日現在）

※給与改定前の額です。

（２）　職員の初任給の状況（令和６年４月１日現在）

※給与改定前の額です。

（４）　職員手当の状況(令和６年４月１日現在)

住 居 手 当 借　　　　 家 　２８，０００円／月を限度として支給 　左に同じ

通 勤 手 当

交通機関等利用者 　５５,０００円／月を限度として支給

自家用車使用者 自宅から勤務箇所まで、３１，６００円／月を限度として支給

　左に同じ

配偶者以外
子　１人につき１０，０００円／月

父母等　１人につき６，５００円／月

　左に同じ

扶 養 手 当

配　 偶　 者 　６，５００円／月

退 職 手 当

勤続２０年 勤続２５年 勤続３５年

　左に同じ自己都合 １９．６６９５月分 ２８．０３９５月分 ３９．７５７５月分

早期退職・定年退職 ２４．５８６８７５月分 ３３．２７０７５月分 ４７．７０９月分

１．２２５月分 １．０２５月分　 ２．２５月分

１２月期 １．２２５月分 １．０２５月分　 ２．２５月分

区 分 （ 主 な も の ） 田　　　川　　　市 国

期 末 手 当
勤 勉 手 当

期末手当 勤勉手当 計

　左に同じ６月期

副議長 ４２２，０００円

議員 ３９４，０００円

６７２，０００円

教育長 ６０７，０００円

議長 ４７６，０００円

（３）　三役及び議員等の報酬の状況（令和５年実績）

給料月額 報酬月額 期末手当の支給割合

市長 ７６９，０００円

【三役】
　６月期　  １．６２５月分
１２月期　　１．７５０月分
　　計  　　 ３．３７５月分

【議員等】
　６月期  　　１．６０月分
１２月期　 　 １．７５月分
　　計　　　　３．３５月分

副市長

田　川　市 １７０，９００円 １９６，２００円

国 １６６，６００円 １９６，２００円

区　　分

一　般　行　政　職

高　校　卒 大　学　卒

田　川　市 ３２０，０６７円 ４３．４歳

国 ３２３，８２３円 ４２．１歳

区　　分

一　般　行　政　職

平均給料月額 平均年齢

一般行政職とは…
一般職員（教育公務員、会計
年度任用職員等除く職員）のう
ち、税務職、医師・歯科医師職、
看護・保健職、福祉職、企業職、
技能労務職のいずれにも該当
しない職員です。



年度

手当額
（千円）

対前年
度増減
率（％）

（１）　勤務時間　　　 ※職場などにより下記と異なる場合があります。

（２）　休暇

　一の年ごとにおける休暇

　　　　　　

（３）　育児休業制度

育 児 休 業 　３歳に満たない子を養育する職員 　子が３歳に達する日までのうち職員が希望する期間

部 分 休 業
　小学校就学に達しない子を養
　育する職員

　子が小学校就学の始期に達する日までのうち職員が希望する期間、１日を通じ
て２時間を超えない範囲内で、職員の託児の態様、通勤の状況等から必要とされ
る時間

夏 季 休 暇
　夏季における心身の健康の維持増進
　又は家庭生活の充実

　一の年の７月から９月までの期間に５日の範囲内

種 類 事 由 期　　　　　　　　　　　　　　間

特

別

休

暇

職 員 の 結 婚 休 暇

子 の 看 護 休 暇
　中学校就学前の子を養育する職員が、
　その子を看護する場合

　一の年において一人の子につき５日の範囲内

忌 引 　職員の親族が死亡した場合 　親族に応じ１日から１０日

　結婚する場合 　６日の範囲内

産 前 ･ 産 後 休 暇
　６週間以内に出産する予定である場合
　又は出産した場合

　産前６週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）、
　産後８週間

妻 の 出 産 休 暇
　妻の出産に伴い勤務しないことが相当
　である場合

　３日の範囲内

休 暇 の 種 類 （ 主 な も の ） 事 由 期　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　間

年 次 有 給 休 暇 　年２０日

病 気 休 暇
　負傷又は疾病のため療養する必要が
　ある場合

　結核性疾患の場合１年

　その他の疾病の場合９０日

  4　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

開 始 時 間 終 了 時 間 休 憩 時 間 　１ 週 間 の 勤 務 時 間

８：３０ １７：００ １２：１５～１３：００ ３８時間４５分

-15,501
（-18.2％）

－ -24.5% 48.9% -19.4% -9.7%

時間外
勤務
手当

(一般
会計）

令和元年度
（Ａ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度
令和５年度

（Ｂ）

96,061 77,412 69,881

増減額
（B-A)

85,382 64,500



（１）　分限処分者数

（２）　懲戒処分者数

（１）　研修の実施状況

（２）　人事評価の実施状況

地方公務員法及び退職管理条例に基づき、平成２８年度から次のとおり取組を実施しています。

　・再就職した元職員による契約等事務に係る働きかけの規制

　・再就職した元職員に対する再就職情報の届出の義務付け

※規制及び義務付けの有無や範囲については、退職前における職制等によって異なります。

（１）　職員の定期健康診断の受診状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※普通会計のみ（再任用・会計年度任用職員を含む。）

（2）　公平委員会に対する措置の要求等の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

地方公務員法に基づき、職員の福利厚生に関する事業を実施しています。

＜令和５年度の主な事業＞
　・カフェテリアプラン（選択型福利厚生事業）助成
　・協力企業清掃ボランティア
　・食堂事業
　・ＴＡＧＡＷＡコールマイン・フェスティバル～炭坑節まつり～参加
　・川渡り神幸祭清掃ボランティア

令和５年度財源率（給料額にかける率） ３．９／１０００ ４．９／１０００

勤務条件に関する措置の要求 ０
不利益処分に関する審査請求 ０

 10　職員の福利厚生の状況

市の交付金 会員会費

内 容 受 診 者 数

職員の定期健康診断の受診者数 ６２６人

報 告 事 項 件 数

評 価 項 目 業績評価（業務目標の達成度）、能力評価（職務遂行過程における能力の発揮状況）

  ８　職員の退職管理の状況

  ９　職員の福祉及び利益の保護（令和５年度）の状況

趣　　　　旨
⑴　能力・実績主義の人事管理と職員の能力開発による人材育成の相乗効果を図ること。
⑵　組織目標の管理と共有化を図ること。
⑶　能力に応じた人事・給与処遇により組織全体の士気高揚を図り、効率的な行政運営と行政サービスの向上を目指すこと。

評 価 期 間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで

評価基準日 令和６年１月１日

人権・同和研修（田川地区自治体職員研修等） 延８７３人

　平成１９年度から課長補佐級以上の管理職を対象に、平成２０年度からは係長級の監督職を対象に、そして平成２１年度からは全職員（市立
病院医師を除く。）を対象とした試行的運用を開始し、平成２３年度から人事評価制度の本格実施を開始しています。また、評価結果の処遇反
映については、勤勉手当において、平成２５年度分から課長補佐級以上、令和３年度分から係長級へと対象を拡大し処遇反映を行っています。

区　　　分 内　　　　　　　　　　容

福岡県市町村職員研修所研修 延１０４人

特別研修（業務遂行上必要な資格取得のための研修） 延５人

一般研修（スキルアップ研修、飲酒運転撲滅研修等）、e-ラーニング等 延１，４２９人

  ７　職員の研修及び人事評価（令和５年度）の状況

研 修 内 容 等 受 講 者 数

派遣研修（民間企業等への派遣研修） 延２４人

内 容 件 数

市以外（国や県など）が実施する事業又は事務に従事することの許可 ４３件

処分者数 １人 ― ― ―

  ６　職員の服務（令和５年度）の状況

内 容 戒 告 減 給 停 職 免 職

処分者数 ― ― １０人 ―

  ５　職員の分限及び懲戒処分（令和５年度）の状況

内 容 降 任 免 職 休 職 降 給


